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 13　註に記した文献のほかに，以下のものを適宜参照した。『政治学事典』（平凡社，1954年 5 月），日本史籍協会（編）
『百官履歴 一』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1927年 10月），日本史籍協会（編）『百
官履歴　二』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1928年 2 月），内閣記録局（編）『明治
職官沿革表 職官部』（国書刊行会，1974年 5 月，複製版，原版の刊行は 1886年），内閣記録局（編）『明治職官
沿革表 官廨部』（国書刊行会，1974年 6 月，複製版，原版の刊行は 1886年），国史大辞典編集委員会（編）『国
史大辞典』（全 15巻）（吉川弘文館，1979年 3 月―1997年 4 月），日本歴史学会（編）『明治維新人名辞典』（吉
明治前期の災害対策法令（第 2輯）174
川弘文館，1981年 9 月），大久保利謙（監修）『明治大正日本国勢沿革資料総覧』（全 4 巻）（柏書房，1983年
10月），岩波書店編集部（編）『近代日本総合年表』（第二版）（岩波書店，1984年 5 月），木村礎・藤野保・村
上直（編）『藩史大事典』（全 8 巻）（雄山閣出版，1988年 7 月―1990年 6 月），『日本史大事典』（全 7 巻）（平






「明治前期の災害対策法令」（その 1）から（その 4）まで（1868年分 34件，1869年 8月までの分 25件を収録）は，
南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 10号から第 13号（2015年 6月～ 2017年 1月）に掲載されている。








 【1871 年】（明治 3年 11月 11日から明治 4年 11月 20日まで） 
 1．「府藩県交渉訴訟准判規程」（明治 3庚午年 11月 28日，第 878）（1月 18日）【災害予防】 
 2．「新律綱領」（明治 3庚午年 12月 20日，第 944）（2月 9日）【応急対応】【その他②】 
 3．「租税並ニ出納勘定仕上規則改正」（明治 4辛未年正月 13日，太政官第 17）（3月 3日）【災害予防】
【罹災者救援】【経費事務】 
 4．「近江国以西国役堤防等ノ願伺ハ直ニ大阪民部省ニ進致セシム」（明治 4辛未年正月 27日，太
政官第 45）（3月 17日）【組織職掌】 
 5．「山々開拓ニ付土砂ノ溢漏ヲ防キ其他兀山及川添山々等樹木下草伐採方ヲ定ム」（明治 4辛未年
正月，民部省第 2）（2月 19日から 3月 20日）【災害予防】 
 【注解】 































































































※ 1  　「府藩県交渉訴訟准判規程改正」（明治 4辛未年 6月 22日，太政官第 302）。 













省創設前史―」，早稲田大学『早稲田法学』，第 62巻，第 2号，1986年 10月，170頁）。「府藩県交渉訴訟准判
規程」での《訴訟》は，上引の菊山論文中にある“出入筋”に相当する。 
 ※ 4　明治 2年 7月 27日の「民部省規則」第 6条は，「府藩県ニ於テ断シ難キ訟ハ審ニ其事実ヲ糺シ能ク其情状ヲ
吐露セシメ毫モ壅蔽冤枉ナキ様公平ニ裁断ス可キ事」と規定していて，府藩県が“出入筋”に相当する意味で
の訴訟の管轄権をもつこと（より正確にいえば訟者，答者とも管轄内の人民である訴訟の管轄権をもつこと）









係ス詳細検覈スルヲ要ス」（第 3条附則の 3）があるのみであった（「府県奉職規則」，明治 2己巳年 7月 27日，
第 675）。これ，すなわち「府県奉職規則」第 3条は，上掲の菊山論文に言うところの“吟味筋”の取り扱い
に関するものと読める。 





























































































 ※ 7　条文では 8，9，10条とあるが，これは内容的に見ると 9，10，11条の誤りであると考えられる。 
 3．「府藩県交渉訴訟准判規程」全 22条のうち，災害対策の観点から注目されるのは，第 14条と第


























 ※ 8　“特別の”とは，「府藩県交渉訴訟准判規程」第 3条より第 13条に規定する通常の訴訟手続きとは異なった，
という意味である。 
 ※ 9　この種の争いの具体的な例としては，信濃川の大河津分水工事をめぐる流域諸地域間の争いが挙げられる。
「信濃川分水路鑿割費用高役出金納方ヲ定ム（新発田以下七藩ニ達）」（明治 3庚午年 6月 12日，第 399）の項（前
掲）を参照せよ（井上洋『明治前期の災害対策法令』（仮題）（近刊予定）に収録）。 
井上　洋 181












































































































































 ※ 1　「改定律例」（明治 6年 6月 13日，太政官第 206号）。 
 ※ 2　「刑法改定」（明治 13年 7月 17日，太政官第 36号布告）。 




















 ※ 4　「新律綱領改定律例中職制律並ニ官吏ノ公罪ニ係ル律例ヲ廃シ官吏職務上ノ過失ハ懲戒セシム」（明治 9年 4
月 14日，太政官第 48号布告）。 
 ※ 5　「改定律例中私借官物律例ヲ廃シ雇人盗家長財物律例改正」（明治 9年 5月 19日，太政官第 74号布告）。 
 ※ 6　前後はすべて省略し，新律綱領中災害に関係する罪刑の部分（二か所）のみを抜粋した。句点は原文。 




 【註】新律綱領は，明治 3年 12月に発布された刑法典である。全 6巻 8図 14律 192条から成る（法
典の具体的構成については上掲の新律綱領総目録を参照せよ）。明治政府は秩序維持のため刑法典
編纂の急務であることを認識して，発足当初の刑法事務科時代（明治元年正月 17日～ 2月 2日）

































治文化史 2 法制編』，洋々社，1954年 8月，277頁。）新律綱領については，同書，276 ― 282頁を参照せよ。尚，
新律綱領は，明治 15（1882）年 1月 1日，刑法（明治 13年 7月 17日公布）の施行により，改定律例（明治 6
年 6月 13日公布）とともに，廃止された。 
 ※ 9　尚，明治 2，3年期の農民騒擾の多発については，青木虹二「明治初期農民一揆年表（明治 1～ 10）」（『歴史
学研究』，第 318号，1966年 11月），同『明治農民騒擾の年次的研究』（新生社，1967年 2月）を参照されたい。
また，横山晃一郎は，明治 3年暮れ以降政府の農民騒擾への態度が厳罰化に向かっていたことを，指摘してい
る（横山晃一郎「刑罰・治安機構の整備」，所収，福島正夫（編）『日本近代法体制の形成 上巻』，日本評論社，
1981年 11月，298 ― 299頁）。 
 2．新律綱領ののち，刑法典の編纂・整備は，改定律例（明治 6年 6月公布）を経て，明治 13（1880）
年 7月公布の刑法へと至る※10。これら後継の法典において，災害関係の条目がどのように取り扱
われたか，ここでそのあらましを見ておきたい※11。 
 　まず明治 6年の改定律例※12について見る。 
 ①改定律例賊盗律に，新律綱領中兇徒聚衆律の後継規程として，「兇徒聚衆条令」が置かれた（全 4条，






 2 ― 2．次に，明治 13（1880）年 7月公布，同 15（1882）年 1月 1日施行の刑法について見る。 
 ①刑法第 2編「公益ニ関スル重罪軽罪」中第 3章「静謐ヲ害スル罪」の第 1節に「兇徒聚衆ノ罪」
が置かれた（第 136条～第 138条）。内容的には，改定律例中の「兇徒聚衆条令」を受け継ぐ。騒
擾一般，とくに凶荒時の農民騒擾 ― 賑貸など災害に際しての救済措置を求める農民一揆 ― を取
り締まる目的の，新律綱領の兇徒聚衆律は，「新律兇徒聚衆律中附和随行ノ者ハ贖罪セシム」（明治
5壬申年 8月 3日，太政官第 216号），改定律例「兇徒聚衆条令」を経て，刑法の「兇徒聚衆ノ罪」
へとその内容が引き継がれたのである。 





 ③刑法中河川警察的規定としては，そのほかに，第 4編「違警罪」第 429条の一に，「橋梁又ハ堤
防ノ害ト為ル可キ場所ニ舟筏ヲ繋キタル者」を「五銭以上五十銭以下ノ科料ニ処ス」との規程が見
られる。 






 ※ 10　明治 13年 7月公布の刑法が近代的罪刑法定主義を宣言した近代的刑法典の最初のものである。 
 ※ 11　尚，詳しくは，後掲するそれぞれの項目（「改定律例」，明治 6年 6月 13日，太政官第 206号，「刑法改定」，
明治 13年 7月 17日，太政官第 36号布告）を参照のこと。 








 ※ 1　「租税帳大積明細帳租税勘定帳等ヲ廃シ諸帳簿式改正」（明治 5壬申年 4月，大蔵省）。 
 ※ 2　「勘定帳記載方ヲ定ム」（明治 3庚午年 3月 7日，第 179）。 


























「府県奉職規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 675），「県官人員䮒常備金規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第
676）を指す。 
 ※ 4　「諸国御料所御年貢皆済期月ヲ定ム」（明治 2己巳年 6月 3日，第 500），「諸国御料所御年貢皆済期月定ノ内改正」
（明治 2己巳年 8月 24日，第 796），「貢租米金皆済期月ノ内改定」（明治 2己巳年 9月 25日，第 932）。これら
の達により，金方は，関東筋は年内，その他は正月から 2月，米方は，関東筋は正月，その他は遠近に応じ 3
月から 7月が皆済期月と定められた。 
 ※ 5　「改暦ニ付租税上納及金穀出納民間貸借等取扱方」（明治 5壬申年 11月 27日，太政官第 375号）。 
 ※ 6　当時の会計年度は次のとおりである。第 1期は，慶応 3年 12月より明治元年 12月。第 2期は，明治 2年 1
月より明治 2年 9月。第 3期は，明治 2年 10月より明治 3年 9月。第 4期は，明治 3年 10月より明治 4年 9月。 
































期財政経済史料集成　第二巻』，原書房，1978年 12月，復刻版，原版の史料集成改造社版は 1932年 6月刊），
307頁も参照のこと。 
 ※ 10　当時の大蔵省の収税強化策とそれが引き起こした問題についてはすでに述べた。「畑方貢米引方ハ稟候処置
セシム」（明治 3庚午年正月 28日，第 62）の項を見よ（井上洋『明治前期の災害対策法令』（仮題）（近刊予定）
に収録）。 
 ※ 11　大蔵省百年史編集室（編）『大蔵省百年史 上巻』（大蔵財務協会，1969年 10月），41頁。 
 ※ 12　しかし，諸帳簿の統一は容易ではなかった。それは，「租税の大部分が米穀その他の現物収入であ」ったこと，
そのうえ「貨幣収入もまた価値が異なる多種多様な通貨であ」ったために同一単位で記帳できなかったことな























































































































 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苗字 官名 印 
 　年号干支年十一月 












































 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苗字 官名 印 
 　明治三庚午年　月 
































 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苗字 官名 印 
 　年号干支年月 























 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苗字 官名 印 
 　年号干支年月 































 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苗字 官名 印 
 　年号干支年月 






































 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苗字 官名 印 
 　明治三庚午年　月 




 　　　　　 何国何国置米金之内 




































 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苗字 官名 印 
 　年号干支年月 

























 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苗字 官名 印 
 　年号干支年月 
 　　　　　　　　　　　　　　大 蔵 省 
 庚午年分ヨリ以来年々此振合ニ取調差出シ租税勘定仕上ノ節ハ本書査合済戻スヘクニ付写ヲモ添出スヘシ 
 　　用紙美濃紙袋綴 














































 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苗字 官名 印 
 　年号干支年月 








地高並ニ年々引ト唱ヘ高内引ノ分高掛物ヲ免除ス」（明治 4辛未年 5月 17日，太政官第 243）の項も参照せよ。 
































 （「府県奉職規則」第 5条） 
 《関係法令一覧》 
 「夫食種籾農具等貸下ノ措置ヲ定ム」（明治 2己巳年 7月 14日，第 652）。 
 「民部省規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 674）。 
 「府県奉職規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 675）。 
 「県官人員䮒常備金規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 676）。 
 「府県常備金規則説明」（明治 2己巳年 12月 2日，第 1112）。 
 「水火災ノ節窮民救助ノ措置ヲ定ム」（明治 2己巳年 12月 8日，第 1130）。（「罹災窮民ノ済恤方規」） 
 「堤防等目下難閣廉々措置ヲ定ム」（明治 3庚午年正月，第 69）。 
 「夫食種籾類焼農具代等貸渡方ヲ定ム」（明治 3庚午年 2月 5日，第 89）。 
 ※ 16　小川政亮は，その論文「郷倉制から備荒儲蓄法へ」のなかで，「幕藩体制下の罹災・貧農救助対策」について，
それを，「徳川幕藩体制下においては，種々の災害の罹災者や凶荒に苦しむ貧農に対して，幕府や諸藩によって，
























治 13年 6月 15日太政官第 31号布告）に至るまでの《罹災者に対する食糧，住居，農具等の手当ての方面で
の災害救助》に関する法令の展開を，「夫食種籾農具等貸下ノ措置ヲ定ム」（明治 2己巳年 7月 14日，第 652）
の項（前掲）において，年表形式の解説にまとめてある。こちらもあわせて参照されたい。 




 4．「近江国以西国役堤防等ノ願伺ハ直ニ大阪民部省ニ進致セシム」（明治 4辛未年正月 27日，太
政官第 45） （65頁。） 










正月，民部省第 2） （465頁。） 
























 ※ 2　参照，水本邦彦「土砂留役人と農民―淀川・大和川流域における―」（『史林』，第 64巻，第 5号，1981年 9月），
および水本邦彦「近世の奉行と領主―畿内・近国土砂留制度における―」（所収，同『近世の郷村自治と行政』，
東京大学出版会，1993年 11月）。 













 ※ 4　ここに述べられている「総体的な規則」であるが，明治 4年 7月制定の「官林規則」がこれに当たる。 





0 0 0 0
（1870）民部省の行った淀川支川木津川流
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
域等での土砂留工事調査






0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
。 
 　民部省は，この調査を基に明治 4年（1871）正月，砂防法 5箇条を近畿各府藩県に通達した。さ
らに，同年 2月
0 0 0 0
，先に木津川筋について検分した分について
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，官費で砂防工事を施工することに決
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
定した旨を通達
0 0 0 0 0 0 0
した。これが後の内務省
0 0 0 0 0
・建設省系砂防事業の発端
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
となったのである。 
 　砂防事業に関する予算措置
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
は，このような経緯で明治 5年




0 0 0 0 0
,093円が木
0 0 0 0 0 0
津川沿岸府藩
0 0 0 0 0 0
（ﾏﾏ）県に下渡されたのが始まり













明治元戊辰年 10月 28日，第 904の項）。 










0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，即ち官費を以て施行せり
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
。尚ほ将来の基礎
建設法は，宜しく熟議参考して上申すべし。／　附，同日民部省大阪出張所より
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，木津川水源土砂留は当分官
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
費を以て
0 0 0 0
，之を支払ふ旨達せらる
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
。」（日本工学会・啓明会『明治工業史 土木篇』，日本工学会明治工業史発行所，
再版，1931年 4月，初版は 1929年 7月刊，326頁。尚，／は，改行を表わす）。
 　ところで，直上の明治 4年 2月 24日付の民部省大阪出張所の達は，水害の原因を，山々からの土砂の流出
による河道の填塞に求める立場のものである（下線部を見よ）。水害原因をこのように捉えた民部省は，水害
防除の第一策として土砂留（砂防）を提起した。かくて，水害予防策として，築堤よりもより発生原因に遡っ
た対策としての砂防が取り上げられたところに，明治 4年 2月 24日付の民部省達の意義がある。もちろん，
水害の発生を防止する上で砂防（土砂留）が重要であることはすでに江戸時代から知られていた（この点，「土
砂留役人廻村廃止」，明治元戊辰年 4月 27日，第 268の項（前掲）を参照せよ）。そうではあるが，ここに明












0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
締り達文
0 0 0 0
であり，また明治政府最初の治山方針というべきもの
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
で，5箇条からなり，開墾，伐木，
下草採取，採石等による土砂の溢漏の防止を目的とするもので，明治 30年
0 0 0 0 0
（1897）制定された
0 0 0 0 0
森林法のさきがけをなすもの

























 　同年［明治 3年］7月ないし 12月にわたってしばしば民部省官制の改正がおこなわれたが，7月
22日の達により地理および処務の両司がおかれることになり， 8月 9日 の布告により民部大蔵両省
管轄の諸掛ならびに事務の区別が定められた。そして 民部省事務条件中に「山林原野ノ事」と規定





 　明治 4年（1871年）に入って，またまた民部省官制が改正され， 1月晦日 に勧業局， 山林局が新
設 された。 林政が国家経済に必要なことを察し，このときはじめて山林局がおかれたが ，4月に開墾局は勧業
局（開墾・種畜・牧畜・生産の 4掛）に吸収され，ついで  7月 27日太政官第 375号布告をもって民部省
の廃止となり，同時に山林局も開店休業のままに消滅した 。土木局は工部省へ，その他の事務はすべて大蔵
省へ移管され同省（卿大久保利通，大輔井上馨）は 1寮（租税・頭伊藤博文），5司（勧業・統計・
紙幣・戸籍・駅逓）となった。そして このとき官林に関する事務は租税寮に所掌 された。 
 　すなわち，明治 3年 7月 10日の民部大蔵両省の分離後，山林行政を担当したのは民部省（地理
司）であった。明治 4年正月晦日には民部本省内に山林局が設けられたが，同年 4月（日不詳）こ
れは本省から出され地理司内に山林掛が置かれた※11。山林掛は，地理権正杉浦譲の指揮の下，明
治 4年 7月 9日に官林規則を制定した※12。しかし，その直後の 7月 27日民部省が廃止され，それ
にともない山林関係の事務は大蔵省の所管となったのである※13※14。 
 ※ 10　農林大臣官房総務課（編）『農林行政史 第五巻 上』（農林協会，1963年 11月），14 ― 15頁。これは，明治 3
年 7月 10日の民部大蔵両省の分離から翌 4年 7月 27日の民部省廃止までの時期について記述したものである。 
※ 11　『太政類典』，第 1編（慶応 3年～明治 4年），第 17巻（官制・文官職制三），56「民部省中山林局ヲ置ク」（明
治 4年正月晦日），59「地理司中山林掛ヲ置ク」（明治 4年 4月）。
※ 12　「官林規則ヲ設ク」（明治 4辛未年 7月，民部省第 22）（後掲）。
※ 13　大蔵省において山林関係の事務を担当したのは，租税寮と，勧業司（→ 明治 4年 8月 10日，勧業寮 → 同
年 8月 23日，勧農寮）である（参照，大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，335，336頁，大蔵省記
録局（編）『大蔵省沿革志（下巻）』，所収，大内兵衛・土屋喬雄（編）『明治前期財政経済史料集成　第三巻』，
原書房，1978年 12月，復刻版（原版の史料集成改造社版は 1934年 5月刊），378頁，萩野敏雄『官林・官有
林野の研究―その国有林前史と 30年―』，日本林業調査会，2008年 12月，33頁）。
 ※ 14　その後内務省内に山林局が設置されたのは明治 12（1879）年 5月である。内務省山林局設置に至る時期の山
林行政の推移については，西尾隆『日本森林行政史の研究―環境保全の源流―』，29 ― 48頁に詳しい。 
